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２．経営成績

（１）当上半期の概況

当上半期のわが国経済は、設備投資の低迷に加え、雇用情勢の悪化などにより個人消費

が低迷し、景気の回復を実感するには至りませんでした。

化学工業におきましては、円高や原油価格の高騰など事業環境が大きく変化し、依然と

して厳しい状況が続きました。

このような状況のもと、当社は経営の基本方針に基づき、経営体質の強化・事業構造の
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３．西暦２０００年問題への対応状況

（１）対応状況

［取組方針］

西暦２０００年問題は当社にとって今後事業活動を継続する上で、重要かつ緊急の経営

課題として位置付け、単に情報システム部門にとどまらず、製造設備、研究開発機器、物

流設備、通信機器、事務機器等広範囲に対応すべき問題として取り組んでおります。

また、社内の対応だけではなく、関連会社、仕入先、販売先、運送先等関連する企業と

も連携して取り組んでおります。

［取組体制］

当社では、西暦２０００年問題について全社的な視点から対応、推進を図るための中心

組織として「西暦２０００年対応推進委員会 （略称 Ｙ２Ｋ委員会）を設置しております。」

常務取締役研究技術本部長を委員長として、事務局はシステム部に置いております。

Ｙ２Ｋ委員会では、全社関係部門及び関係会社と連携をとり、２０００年問題対策の検

討推進や進捗状況の確認を行っております。なお、西暦２０００年問題全体計画は常務会

にて承認されており、進捗状況は定期的に常務会に報告されております。

［対応の進捗状況］

社内基幹システムは、１９９８年７月末で修正、テスト及び本番切り換ｐQ居�uして心

また剳風、テスた匸会社応と連、テスｐ_落氓�sっておりまがは、１９９８任況

流設先鶴ゐ佐題Q居�uしておりまがは

に_落氓�sぬは、１９９８寝�（１）妥郷るたｈ-ﾅ暑社z諮ｷ。
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リース取引に関する注記事項

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額

取得価額相当額 減価償却累計額相当額  リ���h�以ﾀ,取胴� j z








